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Ⅰ アンケート調査概要
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アンケート調査概要

▍ 調査の⽬的
– ⾷品⼩売業を対象に、納品期限緩和の進捗を把握し、取組企業を公表することに
より、ワーキングチームの今後の検討に⽣かすためにアンケート調査を実施した。

▍ 調査時期
– 令和７年８⽉４⽇〜９⽉１６⽇

▍ 配布・回収数
– 配布数︓1029社（郵送）
– 回収数︓174社

▍ 調査内容
– １ 加⼯⾷品の納品期限の設定について
– ２ 加⼯⾷品の販売期限の設定について
– ３ 加⼯⾷品のフードバンクへの提供について
– ４ 加⼯⾷品の⾷品ロス削減の取り組み
– ５ 発注・物流に対する取り組みについて
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回答関連企業の属性 ①売上高

▍ 売上⾼の中央値は「100〜500億円未満」である。

10億円未満, 3.4%

10〜50億円未満, 17.2%

50〜100億円未満, 14.9%

100〜500億円未満, 32.8%

500〜1000億円未満, 8.6%

1000億円以上〜3000億円未

満, 9.8%

3000億円以上〜5000億円未

満, 5.7%

5000億円以上, 7.5%

【Q5】貴社の全社売上⾼としてあてはまるものを１つお選びください。
(N=174)

4



回答関連企業の属性 ②業態

▍ 回答者は約6割が「⾷品スーパー」、2割弱が「⽣活協同組合」である。

総合スーパー, 9.2%

⾷品スーパー, 58.6%

⽣活協同組合, 17.2%

コンビニエンスストア, 
1.7%

ドラッグストア・薬局, 8.6%

ホームセンター, 1.1%
その他, 3.4%

【Q7】貴社の業態としてあてはまるものを１つお選びください。
(N=174)
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Ⅱ 回答結果
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１ 加工食品の納品期限の設定について
（１）納品期限の設定状況

▍ 納品期限の１／３ルールを適⽤している企業は３割弱である。
▍ ７割強の企業が納品期限を１／３ルールより緩和的に運⽤している。
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1.8

2.4

2.4

4.8

6.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

清涼飲料（炭酸、茶系飲料、果実・野菜飲料等）

賞味期限180⽇以上の菓⼦（キャンディ、チョコレート、ビスケット等）

カップ麺（カップラーメン・そば・うどん等）

袋麺（袋⼊りラーメン・そば・うどん等）

レトルト⾷品（調理済⾷品、レンジ専⽤商品等）

調味料（味噌・しょうゆ・⾷⽤油等）

スープ（調理⽤スープ、インスタントスープ等）

⽸詰（⽔産⽸詰、畜産⽸詰等）

農産加⼯品（ゴマ、⼲し椎茸、⾖類等）

加⼯⽔産品（のり、わかめ、昆布等）

冷凍⾷品（冷凍調理品等）

その他

【Q10】下記品⽬の店舗への納品期限の設定状況についてご回答ください。
３分の１より⼿前 ３分の１
３分の１と２分の１の間 ２分の１
２分の１と賞味期限⽇の間 納⼊事業者と納品期限を取り決めていない
その他 この品⽬は取り扱っていない
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１ 加工食品の納品期限の設定について
（２）納品期限緩和を実施している小売事業者数の推移

▍ 納品期限緩和の推移については、⾷品スーパーマーケットが2019年から2025年にかけて最も顕著な増加を⽰し、
2025年10⽉には250件となっている。総合スーパーは全期間を通じて横ばいで推移しており、14件となってい
る。⽣協は安定的に増加し、2025年には55件となった。コンビニは７件で安定的に推移している。ドラッグス
トア・薬局は緩やかな増加傾向を⽰しており、40件となっている。
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１ 加工食品の納品期限の設定について
（３）納品期限を緩和的に運用している理由

▍ 「社会的な責任を果たすことが必要と判断したため」が58.5％で最も⾼い割合を占めている。
▍ 次いで、「加⼯⾷品の劣化が緩やかであるため」（39.0%）、「前から運⽤していた」（34.1%）、「加⼯⾷品

は商品の回転が速く、在庫が残らない」（25.2%）が続いている。
▍ また、「国が加⼯⾷品の納品期限緩和を推奨しているため」（24.4%）も⼀定程度の割合を占めている。

58.5

39.0

34.1

25.2

24.4

12.2

10.6

10.6

7.3

5.7

16.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

⾷品ロスへの関⼼が⾼まるなか、社会的な責任を果たすことが必要と判断したため

加⼯⾷品は鮮度の劣化が緩やかであるため、厳しい納品期限を設ける必要がないため

かなり以前から納品期限を緩和的に運⽤していたため

加⼯⾷品は商品の回転が早く、在庫が残ることがない（残ることが稀である）ため

国が加⼯⾷品の納品期限緩和を推奨しているため

取引先（メーカー・卸売業）から加⼯⾷品の納品期限緩和の提案を受けたため

⾃社の経営トップが納品期限を緩和的に運⽤することを意思決定したため

厳しい納品期限を設けることで⽣じる「センターからの返品」を削減するため

販売期限を延⻑して、店舗での販売期間を確保したため

テスト期間を設けて実証したところ、問題がないことが確認できたため

その他（具体的内容を記⼊）

【Q17】貴社が納品期限を緩和的に運⽤している（※）理由は何ですか。あてはまるものをすべてお選びください。
(N=123)

9

（※）納品期限を「賞味期限の最初の３分の１」よりも⻑く設定している場合、および納⼊事業者と納品期限を取り決めていない場合



１ 加工食品の納品期限の設定について
（４）納品期限を緩和しない理由

▍ 納品期限を緩和しない理由は「消費者が消費するための期間が短くなるから」（56.7％）が最も
⾼く、次いで「店舗の値引や廃棄が増えるから」（41.8%）、「消費者が『古い商品が増えた』
と感じるから」（26.9％）と続いており、消費者への影響や廃棄・値引、売場の印象への影響を
懸念する企業が多い。

56.7

41.8

26.9

19.4

17.9

4.5

0.0

0.0

32.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

消費者が消費するための期間が短くなるから

店舗の値引や廃棄が増えるから

消費者が「古い商品が増えた」と感じるから

取引先（メーカー・卸売業）から加⼯⾷品の納品期限緩和の提案がないから

取引先（メーカー・卸売業）にはメリットがあっても、⾃社にメリットがないから

他社が納品期限を変更しないから

⾃社の経営トップの理解が得られないから

国が加⼯⾷品の納品期限緩和を推奨していることを知らなかったから

その他（具体的内容を記⼊）

【Q20】貴社が納品期限を緩和しない（※）理由は何ですか。あてはまるものをすべてお選びください。
(N=67)
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１ 加工食品の納品期限の設定について
（５）納品期限緩和の実施／拡大の意向

▍ 今後、納品期限を緩和する意向がある企業は３割強である。

実施する／拡⼤する, 7.5%

どちらかといえば実

施する／拡⼤する, 
23.0%

どちらともいえない, 33.9%

どちらかといえば実施しない／

拡⼤しない, 1.7%

実施しない／拡⼤しない, 4.6%

わからない, 14.4%

その他（具体的内容を記⼊）, 
14.9%

【Q22】今後、貴社では加⼯⾷品の納品期限緩和を実施／拡⼤しますか。最もあてはまるものを１つお選びくだ

さい。(N=174)
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１ 加工食品の納品期限の設定について
（６）納品期限緩和を進めやすくなる条件

▍ 納品期限緩和を進めやすくする条件については、「納品期限を緩和しても売上や値引き、廃棄へのリスクがな
いことがわかれば緩和する」と回答した企業が最も多く、58.9％を占めた。

▍ 次いで、「納品期限緩和による流通上の⾷品ロス削減効果が明らかになれば緩和する」が26.2％となっている。
▍ 「競合他社が納品期限を緩和すれば⾃社も緩和する」は16.1％、「納品期限緩和を実施したことを店舗などで

PRできるツールがあれば活⽤して緩和する」は8.3％であった。

58.9

26.2

24.4

16.1

8.3

2.4

19.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

納品期限を緩和しても、売上や値引、廃棄へのリスクがないことがわかれば、

納品期限を緩和する

納品期限緩和による流通上の⾷品ロス削減効果が明らかになれば、納品期限を

緩和する

⾏政や業界団体から納品期限緩和を推奨する通知・ガイドラインが出されるな

ら、納品期限を緩和する

競合他社が納品期限を緩和すれば、⾃社も納品期限を緩和する

納品期限緩和を実施したことを店舗などでPRできるツールを提供してもらえる

なら、それを活⽤して納品期限を緩和する

表彰や認証、評価制度などのインセンティブが得られる環境であれば、納品期

限を緩和する

その他（具体的内容を記⼊）

【Q23】どのような条件が整えば、納品期限緩和を進めやすくなりますか。あてはまるものをすべてお選びくださ

い。
(N=168)
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6.0
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2.3
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2.3

2.9

2.3

2.9

2.3

2.9

2.9

4.8

6.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

清涼飲料（炭酸、茶系飲料、果実・野菜飲料等）

賞味期限180⽇以上の菓⼦（キャンディ、チョコレート、ビスケット等）

カップ麺（カップラーメン・そば・うどん等）

袋麺（袋⼊りラーメン・そば・うどん等）

レトルト⾷品（調理済⾷品、レンジ専⽤商品等）

調味料（味噌・しょうゆ・⾷⽤油等）

スープ（調理⽤スープ、インスタントスープ等）

⽸詰（⽔産⽸詰、畜産⽸詰等）

農産加⼯品（ゴマ、⼲し椎茸、⾖類等）

加⼯⽔産品（のり、わかめ、昆布等）

冷凍⾷品（冷凍調理品等）

その他

【Q24】下記品⽬の貴社の店舗における現在の販売期限の状況についてご回答ください。
残り３分の１より前 最初の残り３分の１ 残り３分の１と１か⽉の間
残り１ヵ⽉ 残り１ヵ⽉と２週間の間 残り２週間
残り２週間と賞味期限⽇当⽇との間 賞味期限⽇当⽇ その他
この品⽬は取り扱っていない

２ 加工食品の販売期限の設定について
（１）販売期限の設定状況

▍ 販売期限に１／３ルールを適⽤している企業は１割弱である。
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２ 加工食品の販売期限の設定について
（２）販売期限延長に関する方針

▍ 今後、加⼯⾷品の販売期限延⻑の実施または拡⼤について尋ねたところ、「どちらともいえな
い」と回答した企業が最も多く、31.2％を占めた。

▍ 「実施する／拡⼤する」および「どちらかといえば実施する／拡⼤する」の合計は19.1％であり、
「実施しない／拡⼤しない」と「どちらかといえば実施しない／拡⼤しない」の合計（15.1％）
を上回った。販売期限延⻑の実施について、どちらかというと前向きな姿勢の企業が多いことを
⽰している。

実施する／拡⼤する, 2.3%

どちらかといえば実施する／拡⼤

する, 16.8%

どちらともいえない, 
31.2%

どちらかといえば実施しない／拡

⼤しない, 3.5%

実施しない／拡⼤しない, 11.6%

わからない, 19.7%

その他（具体的内容を記⼊）, 
15.0%

【Q27】今後、貴社では加⼯⾷品の販売期限延⻑を実施／拡⼤しますか。最もあてはまるものを１つお選びください。
(N=173)
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２ 加工食品の販売期限の設定について
（３）販売期限緩和を進めやすくなる条件

▍ 販売期限延⻑を進めやすくする条件としては、「売り場の鮮度感が低下したとは思われないこと
がわかれば販売期限を延⻑する」と回答した企業が最も多く、39.5％を占めた。

▍ 次いで、「クレームを受けないことが明確であれば延⻑する」が38.4％、「賞味期限チェック作
業が増加しないことが明らかであれば延⻑する」が32.6％となっている。

39.5

38.4

32.6

19.2

18.6

14.5

8.1

22.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

売り場の鮮度感が低下したとは思われない事がわかれば販売期限を延⻑する

お客様からクレームを受けることはないということがわかれば販売期限を延⻑する

賞味期限チェック作業が増加しないことがわかれば販売期限を延⻑する

店舗オペレーション（棚替え・値引き判断など）に負担がかからないようマニュアルや⽀援

ツールが整備されていれば、販売期限を延⻑する

販売期限延⻑による⾷品ロス削減効果が明確に⾒える化されていれば、販売期限を延⻑する

同業他社で販売期限を延⻑する企業が増えれば、⾃社も販売期限を延⻑する

安売りのイメージがつくことはないとわかれば販売期限を延⻑する

その他（具体的内容を記⼊）

【Q28】今後、どのような条件が整えば、販売期限緩和を進めやすくなりますか。あてはまるものをすべてお選びください。
(N=172)
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３ 加工食品のフードバンクへの提供について
（１）フードバンク・子ども食堂などへの食品の寄付の状況

▍ 加⼯⾷品のフードバンクや⼦ども⾷堂などへの寄付状況については、「⾷品を提供していない」
と回答した企業が最も多く、50.6％を占めた。次いで、「フードドライブなどで消費者から⾃社
に集められた余剰⾷品を提供している」が27.9％となっている。⼀⽅、⾃社の事業活動で発⽣す
る余剰⾷品を「定期的に提供している」企業は15.7％、「⾮定期的に提供している」企業は
17.4％であった。

50.6

27.9

17.4

15.7

6.4

5.8

4.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

⾷品を提供していない

フードドライブなどによって消費者から⾃社に集められた余剰⾷品を提供している

⾃社の事業活動で発⽣する余剰⾷品を⾮定期的に提供している

⾃社の事業活動で発⽣する余剰⾷品を定期的に提供している

賞味期限が近づいた備蓄⾷品を提供している

その他の⽅法・内容で⾷品を提供している

仕⼊先から集めた余剰⾷品を提供している

【Q29】貴社の加⼯⾷品のフードバンク・⼦ども⾷堂などへの⾷品の寄付の状況としてあてはまるものをお答えくださ

い。
(N=172)
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３ 加工食品のフードバンクへの提供について
（２）フードバンク等への寄付での税制の特例措置の活用状況と活用していない理由

▍ フードバンクに寄贈した⾷品の費⽤を損⾦参⼊できる税制特例措置の活⽤状況については、「活
⽤していない」と回答した企業が最も多く、55.3％を占めた。「わからない」と回答した企業は
37.6％であり、実際に「活⽤している」と回答した企業は7.1％にとどまった。

▍ 活⽤していない理由としては、「知らなかった」が34.7％で最も多く、次いで「⼿続きが煩雑」
（22.4％）、「メリットが少ない」（14.3％）が続いた。

活⽤してい

る, 7.1%

活⽤してい

ない, 55.3%

わからない, 
37.6%

【Q30】フードバンクに寄贈した⾷品の費⽤

は、全額を寄付⾦ではなく、費⽤とすること

（損⾦参⼊）ができます。この税制での特例措

置を活⽤されていますか。
(N=85) 34.7

22.4

14.3

10.2

32.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

知らなかった

⼿続きが煩雑

メリットが少ない

これまで⾏っていた棚卸評価額ゼロ（商品廃棄

損を計上）の⼿続きを踏襲しているため

その他（具体的内容を記⼊）

【Q31】前問のフードバンク等への寄付での税制の特例措置を活⽤

していない理由はなんでしょうか。あてはまるものをすべてお選び

ください。
(N=49)
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３ 加工食品のフードバンクへの提供について
（３）フードバンク等に加工食品を提供することの障壁

▍ フードバンク等に加⼯⾷品を提供する際の主な障壁としては、「事故発⽣時に対応できない」が
最も多く、35.2％を占めた。次いで「⼈⼿が⾜りない」（33.3％）、「提供後の品質管理に不安
がある」（30.9％）、「費⽤がかかる」（24.8％）が続いており、リスク対応や⼈員不⾜、品質
管理、コスト⾯などが課題として挙げられている。

35.2

33.3

30.9

24.8

20.6

17.0

15.2

12.1

11.5

3.6

3.0

21.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

事故やクレーム発⽣時の責任分担が不明確

⼈⼿が⾜りない

提供後の品質管理に不安がある

費⽤がかかる

提供可能な⾷品がない

⾷品を提供したいが、フードバンクに関する情報が不⾜している

フードバンク側の⾷品受取条件（数量、温度帯、賞味期限残存期間など）に適合しない

⾃社の提供可能範囲にフードバンクがない

提供後に再販等のおそれがある

ブランド価値が損なわれる

既存流通品とバッティングする

その他（具体的内容を記⼊）

【Q35】フードバンク等に加⼯⾷品を提供することの障壁となっていることについて、あてはまるものをすべてお答えください。
(N=165)

18



３ 加工食品のフードバンクへの提供について
（４）フードバンク等への食品提供の実施／拡大予定

▍ 今後、フードバンク等への加⼯⾷品の提供を拡⼤する予定については、「実施する／拡⼤する」
が5.8％、「どちらかといえば実施する／拡⼤する」が17.4％で、両者を合わせると23.2％が拡⼤
に前向きな姿勢を⽰した。

▍ ⼀⽅、「どちらともいえない」が29.7％と多い。ただし、「どちらかといえば実施しない／拡⼤
しない」（2.3％）、「実施しない／拡⼤しない」（8.7％）と合わせても、消極的な回答は少数
にとどまった。また、「わからない」と回答した企業が30.8％を占め、全体の中で最も⾼い割合
となった。

実施する／拡⼤する, 5.8%

どちらかといえば実施する／拡

⼤する, 17.4%

どちらともいえない, 
29.7%

どちらかといえば実施しない／拡⼤しない, 2.3%

実施しない／拡⼤しない, 8.7%

わからない, 30.8%

その他（具体的内容を記⼊）, 
5.2%

【Q36】今後、貴社ではフードバンク等への加⼯⾷品の提供を拡⼤しますか。最も近いものを１つ選択してく

ださい。
(N=172)
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３ 加工食品のフードバンクへの提供について
（５）PB製造委託先によるフードバンクへの提供状況

▍ ⾃社のプライベートブランドの加⼯⾷品の製造委託先におけるフードバンク等への提供状況につ
いては、「提供を認めている」と回答した企業は5.3％にとどまった。

▍ ⼀⽅、「認めていない」と回答した企業は17.5％であった。また、「製造委託を⾏っていない」
と回答した企業が30.4％であった。「わからない」と回答した企業が46.8％を占めており、委託
先での対応状況を把握していない企業が多い状況がうかがえる。

製造委託先によるフードバ

ンク等への提供を認めてい

る, 5.3%

製造委託先によるフードバ

ンク等への提供を認めてい

ない, 17.5%

⾷品のプライベートブラン

ド商品の製造委託を⾏って

いない, 30.4%

わからない, 46.8%

【Q37】貴社では、⾃社加⼯⾷品のプライベートブランドの製造委託先に、プライベートブランドの⾷品の

フードバンク等への提供を認めていますか。
(N=171)
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３ 加工食品のフードバンクへの提供について
（６）PB製造委託先によるフードバンクへの提供を認めている理由

▍ ⾃社のプライベートブランドの加⼯⾷品の製造委託先によるフードバンクへの提供を認めている
理由については、「⾷品ロス削減につながる」が5割で最も多く、次いで「困窮者⽀援につなが
る」が3割強、「廃棄処理費⽤の節減につながる」が2割強となった。

50.0

33.3

22.2

5.6

44.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

⾷品ロス削減につながる

困窮者⽀援につながる

廃棄処理費⽤の節減につながる

製造委託先と、製造委託先による製造委託品の寄附に関する契約や覚書を

とり交わしている

その他（具体的内容を記⼊）

【Q38】⾃社加⼯⾷品プライベートブランドの製造委託先によるフードバンクへの提供を認めている理由

としてあてはまるものをすべてご回答ください。
(N=18)
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３ 加工食品のフードバンクへの提供について
（７）PB製造委託先によるフードバンクへの提供を認めていない理由

▍ ⾃社加⼯⾷品プライベートブランドの製造委託先によるフードバンクへの提供を認めていない理
由については、「提供後の品質管理に不安がある」が30.8%で最もく、次いで「事故やクレーム
発⽣時の責任分担が不明確」（25.6%）、「提供可能な⾷品がない」（23.1%）、「フードバンク
に関する情報の不⾜」（12.8%）となり、リスク管理や安全性への懸念、フードバンクの情報不
⾜などが挙げられた。

30.8

25.6

23.1

12.8

12.8

10.3

10.3

7.7

2.6

2.6

46.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

提供後の品質管理に不安がある

事故やクレーム発⽣時の責任分担が不明確

提供可能な⾷品がない

⾷品を提供したいが、フードバンクに関する情報が不⾜している

提供後に再販等のおそれがある

費⽤がかかる

フードバンク側の⾷品受取条件（数量、温度帯、賞味期限残存期間など）に適合しない

ブランド価値が損なわれる

⼈⼿が⾜りない

既存流通品とバッティングする

その他（具体的内容を記⼊）

【Q39】⾃社加⼯⾷品プライベートブランドの製造委託先によるフードバンクへの提供を認めていない理由としてあては

まるものをすべてご回答ください。
(N=39)
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４ 加工食品の食品ロス削減の取り組み

▍ ⾃社の加⼯⾷品の⾷品ロス削減の取り組みについては、「⾒切り品コーナーの設置」（72.1%）
が最も⾼く、次いで「⾃動発注システムの導⼊」（54.7%）、「訳ありセールの実施」
（43.6%）、「⼩幅値引」（34.9％）、「てまえどりの啓発」（32.6％）と続いた。

72.1

54.7

43.6

34.9

32.6

20.9

20.3

18.0

15.1

14.5

14.0

12.8

9.3

7.0

6.4

1.7

1.2

3.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

⾒切り品コーナーの設置
⾃動発注システムの導⼊

訳ありセール（規格外品、余剰在庫品などの特別販売）の実施
⼩幅値引

消費者に対し商品の「てまえどり」を促す啓発
AI活⽤による需要予測⾼度化

賞味/消費期限の延⻑
販売期限延⻑の実施（販売期限を消費・賞味期限に近づける）

農家等で発⽣する規格外品の活⽤（商品開発など）
⾷品ロスに関する消費者啓発（イベント、セミナー開催、⾷育活…

季節商品の原則予約販売化
フードドライブを店舗で実施することによる従業員の⾷品ロス削…
値下げ・⾒切り品の購⼊を促すための⼯夫を凝らした独⾃資材の…

消費者の⾷品ロス削減意識を促す独⾃啓発物の展開
上記以外（具体的内容を記⼊）

⾒切り率決定へのAIの活⽤
フードシェアリングサービスの活⽤

無回答

【Q40】貴社で実施している加⼯⾷品の⾷品ロス削減の取り組みとして、あてはまるものをすべてお答えください。
(N=172)
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５ 発注・物流に対する取り組みについて

▍ 取引先への納品条件の⾒直しによる効率化の取り組みについては、「納品⽇の前々⽇発注」
（41.7%）が最も多く挙げられた。

▍ 次いで、「休配⽇の設定」（39.9%）、「納品⽇の前々⽇発注」（31.1%）、「取引先への納品
前⽇12時までの確定発注」（33.3%）と続いた。また、「混雑時を回避するためのセンター着時
間の⾒直し」（26.8%）や「取引先への納品物量の平準化」（25.6%）も⼀定の割合を⽰した。

41.7

39.9

33.3

26.8

25.6

17.3

16.1

13.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

納品⽇の前々⽇発注

休配⽇（配送を休む⽇）の設定（例︓隔⽇納品、週４〜６⽇納品）

取引先への納品前⽇12時までの確定発注

混雑時を回避するためのセンター着時間の⾒直し

取引先への納品物量の平準化

取引先への追加電話発注の禁⽌

物流付帯業務のサービス化の是正

その他（具体的内容を記⼊）

【Q41】次の項⽬から、貴社が過去3年間に取り組んでいる取引先への納品条件の⾒直しによる効率化の

取り組みとしてあてはまるものをすべてお選びください。
(N=168)
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